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[１] 地方公会計制度の概要

１ 経緯 

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正

かつ確実な執行を図り、単年度の収支状況を明らかにすることに主眼が置かれ、

単式簿記による現金主義会計を採用しています。 

一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、現金主義

会計（単式簿記）では把握できない資産や負債といったストック情報や、減価償

却費などの見えにくいコストを捉えることが重要となっています。 

新地方公会計制度に基づく財務書類は、複式簿記による発生主義を採り入れる

ことにより、官庁会計における「歳入歳出決算書」を補完する役割を果たします。 

平成２７年１月に総務省は、地方公会計の会計基準を統一化する基準（「統一

的な基準」）を示し、全ての地方公共団体に対し、この基準による財務書類を平

成２７年度から平成２９年度までの３年間で作成し公表するよう要請しました。 

本市においては、総務省が示す「統一的な基準」による、財務書類等を平成２

９年度（平成２８年度会計分）から公表を開始しました。 
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２ 地方公会計制度の目的と意義 

  (1) 目的 

    ① 説明責任の履行 

住民や議会、外部に対する財務情報の分かりやすい開示 

    ② 財政の効率化・適正化 

財政運営や政策形成を行う上での基礎資料として、資産・債務管理や予

算編成、政策評価等に活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 財務書類を整備する効果（意義） 

    ① 資産・負債（ストック）の総体の一覧的把握 

      資産形成に関する情報（資産・負債のストック情報）の明示 

    ② 発生主義による正確な行政コストの把握 

      見えにくいコスト（減価償却費、退職手当引当金など各種引当金）の明

示 

    ③ 公共施設マネジメント等への活用 

      固定資産台帳の整備等により、公共施設マネジメント等への活用が可能 

 

総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元年８月改定）」より抜粋 

 

地方自治法に基づく予算・決算制度は、現金収支を議会の民主的統制化に置くことで、

予算の適正・確実な執行を図るという観点から、現金主義会計を採用している。 

現金主義会計（官庁会計） 

発生主義会計により、ストック情報の総体を一覧的に把握することや、フロー情報

の把握が可能となり、現金主義会計を補完する。 

発生主義会計 

・貸借対照表 

・行政コスト計算書 

・純資産変動計算書 

・資金収支計算書 

地方公会計 

・貸借対照表 

・損益計算書 

・株主資本等変動計算書 

・キャッシュ・フロー計算書 

企業会計 

補完 
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(3) 官庁会計と企業会計 

市の会計（官庁会計）と民間企業の会計（企業会計）の主な違いは次のと

おりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 単式簿記と複式簿記 

簿記とは、特定の経済主体の活動を、貨幣単位など一定のルールに従って

帳簿に記録することにより、決算書を作成するための方法です。簿記の方法

は、次のとおり単式簿記と複式簿記に区分されます。 

 

 

 

 

 

 

(5) 現金主義会計と発生主義会計 

     会計とは、経済主体が行う取引についての認識（いつ）・測定（いくら）を

帳簿に記録し、報告書を作成する単位のことを指します。 

     取引の認識・測定する基準の考え方は、次のとおり現金主義会計と発生主

義会計に区分されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 官庁会計 企業会計

簿記方式 単式簿記 複式簿記

認識基準 現金主義会計 発生主義会計

出納整理期間 あり なし

決算書類

歳入歳出決算書
歳入歳出決算事項別明細書
実質収支に関する調書
財産に関する調書

貸借対照表
損益計算書
株主資本等変動計算書
キャッシュ・フロー計算書

簿記方式 特徴

単式簿記（官庁会計）
一つの取引について収入・支出の状況を一面的に差引簿
などで記帳する方法

複式簿記（企業会計） 取引の原因と結果の二面性に着目して記帳する方法

認識基準 特徴 

現金主義会計 

（ 官庁会計 ） 

現金収支 に 着目 した 会計処理原則 で 、 収入 と 支出 の 事実 に 基 づく 

客観的 な 情報 を 基 にしており 、 適正 な 出納管理 が 可能 な 一方 で 、 

現金支出 を 伴 わないコスト （ 減価償却費等 ） の 把握 ができない 。 

発生主義会計 

（ 企業会計 ） 

経済事象 の 発生 に 着目 した 会計処理原則 で 、 現金支出 を 伴 わない 

コスト （ 減価償却費等 ） の 把握 が 可能 である 。 
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３ 財務書類の構成 

(1) 貸借対照表（Balance Sheet 略称：BS） 

貸借対照表は、会計年度末時点で、地方公共団体がどのような資

産を保有しているのか（資産保有状況）と、その資産がどのような

財源でまかなわれているのか（財源調達状況）を対照表で示したも

のです。  

① 資産 

資産には、調達した資金の運用形態が示されており、市が保有

する土地、建物、現金預金、有価証券などが区分されています。 

② 負債 

負債には、地方債の発行などにより資金調達した、返済義務の

ある資金調達の状況が表示されており、具体的には地方債や退職

手当引当金などがあります。 

③ 純資産 

純資産は、資産から負債を差し引くことで求められた価値の蓄

積を示しています。市の資金運用は、主に土地や建物などを形成

することから、市税等の税収は、主に固定資産の形成に寄与した

ことを示します。 

 

◇ 資産の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定資産
所有している財産や権利で、将来に渡って利用可
能な資源

有形固定資産 土地や建物などの固定資産で長期に使用する資産

①事業用資産 庁舎や学校などの事業活動に係る資産

②インフラ資産 道路や公園、社会基盤に係る資産

③物品 備品や機械器具など

無形固定資産 ソフトウェアやシステム

投資その他の資産 有価証券等の取得や、出資金など

流動資産 現金預金及び１年以内に回収期限が到来する債権

現金預金 預金されている現金

未収金 市税や使用料などのうち、過去１年以内の発生額

短期貸付金 翌年度に償還期限が到来する貸付金

基金 財政調整基金

棚卸資産 売却目的で保有している資産

その他 その他の流動資産

徴収不能引当金
過去の徴収実績から徴収不能と見込まれる債権へ
の引当金
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◇ 負債の区分 

 

 

 

 

 

(2) 行政コスト計算書（Profit and Loss statement 略称：PL） 

   行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつか

ない経常的な行政活動に係る費用（経常的な費用）と、その行政活

動と直接の対価性のある使用料・手数料などの収益（経常的な収益）

を対比させたものです。 

① 経常費用 

市民サービスを提供するため、市が活動に要するコストを指し

ており、職員の人件費、施設の維持管理に係る経費、施設等の減

価償却費が計上されています。 

② 経常収益 

市が活動の成果として受け取る対価を指しており、施設の使用

料や手数料などを指しています。 

③ 臨時損失 

災害復旧に要する経費や、損害補償の際の引当金繰入額などを

指しています。 

④ 臨時利益 

普通財産等の資産を売却した際に得られた利益を指しています。 

 

◇ 行政コスト計算書の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定負債
償還予定が１年超の地方債や退職手当引当金、土
地開発公社に対する損失補償に係る引当金など

流動負債 １年以内に償還予定の地方債など

経常費用

業務費用 経常的に行う行政サービスの提供に係るコスト

人件費 職員給与費や議員報酬、退職手当引当金繰入など

物件費等 消耗品や委託料、施設の維持補修や減価償却など

その他の業務費用 公債費の利子や、徴収不能引当金繰入など

移転費用 補助金や社会保障給付、他会計への繰出金など

経常収益 使用料、手数料、財産貸付収入、預金利子など

臨時損失
災害復旧に要する経費、資産の除却や売却に伴う
損失

臨時利益 資産の売却により生じた利益
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(3) 純資産変動計算書（Net Worth statement 略称：NW） 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各

項目が、１年間でどのように変動したかを表すものです。１年間の行

政コストの金額に対して、税収及び国県等補助金の金額がどの程度あ

るかを比較することにより、行政サービスの提供に必要となるコスト

が、受益者負担以外の財源によってどの程度賄われているのかを把握

することが可能です。 

 

◇ 純資産変動計算書の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 資金収支計算書（Cash Flow statement 略称：CF） 

資金収支計算書は、地方公共団体における取引を３つの主要な活

動に分類し、各活動に関する資金の収支状況を明らかにする書類で

す。業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分されます。 

 

◇ 資金収支計算書の区分 

 

 

 

 

 

 

 

財源

税収
市税、地方交付税、地方譲与税、分担金・負担金
など

国県等補助金 国・県からの補助金等収入

固定資産等の変動 固定資産にあてられた財源

資産評価差額 有価証券などの資産の評価差額

無償所管換等 無償で譲渡又は取得した固定資産など

比例連結割合変更に伴う差額
経費の負担割合等により比例連結を行った一部事
務組合の純資産残高の差額

その他 上記以外の純資産及びその内部構成の変動

本年度資金収支差額

業務活動収支
行政サービスを行う際、継続的に収入、支出され
るもの

投資活動収支
学校、公園、道路などの資産形成につながった支
出とそれに伴う収入など

財務活動収支 地方債の借入や償還に係る支出など

等  
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４ 市の会計区分との関係 

 

   財政健全化法に定める「一般会計等」の区分と、特別会計を含んだ「全体会計」、

本市が関係する関係団体を含めた「連結会計」の３つの区分の財務書類がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 作成基準日の考え方 

 

   本財務書類の作成対象となる事業期間は、令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月

31 日まで、作成基準日は令和 4年 3月 31 日としましたが、令和 4年 4月 1日か

ら令和 4年 5月 31 日までの出納整理期間中の現金収支についても、基準日まで

に終了したものとして取り扱っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象となる会計等

高座清掃施設組合
広域大和斎場組合
神奈川県後期高齢者医療広域連合
綾瀬市土地開発公社

国民健康保険事業特別会計
介護保険事業特別会計
後期高齢者医療事業特別会計
公共下水道事業会計

一般会計等 一般会計

財務書類の作成範囲

全体会計

連結会計
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６ 財務４表の相互関係 

 

 財務４表は、次の図に示すような相互関係があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末

残高に本年度末歳計外現金残高を足したものとなります。 

※２ 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応

します。 

※３ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載さ

れます。 

 ※４ 『統一的な基準による地方公会計マニュアル』より転載 

※１ 
※２ 

※３ 
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（単位：億円）

科目名 R3年度 R2年度 増減 科目名 R3年度 R2年度 増減

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 1,235 1,236 △ 1   固定負債 204 212 △ 8

    有形固定資産 1,209 1,224 △ 15     地方債 155 158 △ 3

      事業用資産 924 936 △ 12     退職手当引当金 47 49 △ 2

      インフラ資産 281 283 △ 2     損失補償等引当金 2 5 △ 3

      物品 4 4 0   流動負債 8 8 0

    無形固定資産 0 0 0     １年内償還予定地方債 1 1 0

    投資その他の資産 26 12 14     賞与等引当金 4 4 0

  流動資産 65 42 23     預り金 3 3 0

    現金預金 42 18 24 負債合計 212 219 △ 7

    基金 22 22 0 【純資産の部】

    未収金ほか 1 1 0 純資産 1,088 1,059 29

資産合計 1,300 1,278 22 負債及び純資産合計 1,300 1,278 22

[２]綾瀬市の財務４表の概要（一般会計等） 

 

１ 貸借対照表（BS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 本市の将来に渡って利用可能な資産の総額は 1,300 億円です。うち、将来世代が負担する

こととなる負債は 213 億円、過去から現世代が負担してきたと考えられる純資産の総額は

1,087 億円です。 

 

(2) 資産の大部分を占める有形固定資産は 1,209 億円となり、資産合計の約 93%を占め、市内

の小・中学校や市庁舎などの事業用資産が 924 億円、道路や公園などのインフラ資産が 281

億円です。 

本市の形成した資産の多くは、小・中学校の教育環境の充実や、文化センターや公民館な

ど、市民サービスに欠かせない事業用資産です。 

 

(3) 負債のうち地方債及び１年内償還予定地方債の合計が占める割合は155億円、約73％です。 

 

(4) 各項目を市民一人当たりに換算すると、資産が約 154 万円、負債が約 25 万円、純資産が約

129 万円です。 
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（単位：億円）

科目名 R3年度 R2年度 増減

  経常費用 300 359 △ 59

    業務費用 149 143 6

      人件費 59 59 0

      物件費等 87 82 5

      その他の業務費用 3 2 1

    移転費用 151 216 △ 65

      補助金等 45 115 △ 70

      社会保障給付 75 74 1

      他会計への繰出金 30 27 3

      その他 0 1 △ 1

  経常収益 10 7 3

    使用料及び手数料 1 1 0

    その他 9 6 3

純経常行政コスト 290 352 △ 62

  臨時損失 △ 3 0 △ 3

  臨時利益 0 0 0

純行政コスト 287 352 △ 65

２ 行政コスト計算書（PL） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 業務費用 149 億円のうち主なものは、職員給与などの人件費 59 億円、公共施設の減価償却

費が含まれる物件費等 87 億円などです。 

移転費用 151 億円のうち主なものは、市民や団体などに対する補助金等 45 億円、生活保護

費や障がい福祉などに係る社会保障給付 75 億円などです。なお、昨年度の補助金等について

は特別定額給付金等の影響により一時的に大幅な増となっています。 

 

(2) 経常費用 300 億円には行政サービスに要した費用を計上するのに対して、経常収益 10 億円

は、税収等や国県等補助金は計上せずに、施設使用料等の行政サービスに対する使用料及び

手数料 1億円、その他 9億円には財産収入や諸収入などを計上しています。 

  

(3) 純行政コストを市民一人当たりに換算すると、約 34 万円です。 
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（単位：億円）

科目名 R3年度 R2年度 増減

前年度末純資産残高 1,059 1,054 5

  純行政コスト（△） △ 287 △ 352 65

  財源 316 356 △ 40

    税収等 192 173 19

    国県等補助金 124 184 △ 60

  本年度差額 29 4 25

  固定資産等の変動

  その他

  本年度純資産変動額 29 4 25

本年度末純資産残高 1,088 1,059 29

３ 純資産変動計算書（NW） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 行政コスト計算書により算出した純行政コスト 287 億円から、税収等 192 億円や国県等補

助金 124 億円を差し引いた純資産の本年度差額は 29 億円の増額となっています。 

 

(2) 税収等や国県等補助金は純資産変動計算書に計上し、使用料や手数料などの受益者による

負担で賄いきれなかった純行政コスト 287 億円は、それらの財源を持って賄うこととなりま

す。 

 

(3) 純資産の本年度差額 29 億円の増額は、行政サービスの提供に必要となるコストを税収等や

国県等補助金の財源により賄えたことを表しており、過去から現在までの世代が負担してき

た、将来に渡る純資産が増額となったことを意味しています。 

 

(4) 税収等や国県等補助金を純資産に計上する考え方は、直接的な費用と収益の関係にない市

税等の収入を、純資産変動計算書の中で表示し、将来にどのぐらい純資産を引継ぐことがで

きたかを示しています。 
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（単位：億円）

科目名 R3年度 R2年度 増減

  業務支出・臨時支出 271 330 △ 59

  業務収入・臨時収入 321 359 △ 38

業務活動収支 50 29 21

  投資活動支出 34 23 11

  投資活動収入 10 9 1

投資活動収支 △ 24 △ 14 △ 10

  財務活動支出 19 19 0

  財務活動収入 17 10 7

財務活動収支 △ 2 △ 9 7

本年度資金収支額 24 6 18

本年度末資金残高 39 16 23

本年度末現金預金残高 42 18 24

４ 資金収支計算書（CF） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 本年度末資金残高は前年度から 23 億円増加し、39 億円となっています。 

 

(2) 業務活動収支は、日常の行政サービスの実施に要する収入と支出を表しており、人件費や

物件費等の日常的な行政サービスの提供に要した支出が 271 億円、市民税、固定資産税など

の税収により収入が 321 億円、収支額は 50 億円の資金余剰となっています。なお、前年度の

業務支出及び業務収入には特別定額給付金に係る事業費及び国庫支出金等が含まれているこ

とから、今年度は大幅に減少しております。 

 

(3) 投資活動収支は、固定資産取得に伴う国県等の補助金収入や、固定資産を取得するために

要した支出などによる現金収支を表しています。 

資産形成などに要した支出 34 億円、財源となった国県等補助金などの収入が 10 億円、24

億円の資金不足となっています。 

 

(4) 財務活動収支は、主に市債の発行による収入と償還による支出の資金収支を表しています。 

地方債の償還に係る支出が 19 億円、地方債の発行による収入が 17 億円となっています。

財務活動収支に係る資金不足は、新たな借入れが償還額を下回り、地方債残高が減少したこ

とを表します。 
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［３］財務分析 

営利企業の経営状況を把握する場合、財務書類を活用した指標による分析が用いら

れます。財務分析の体系を考える上で、営利企業と地方公共団体を比較すると、発信

先となるステークホルダー（利害関係者）が異なることから、分析の視点は主に都市

としての持続可能性や、世代間負担の公平性が保たれているかなど、市民の皆様が安

心して暮らせる都市としての機能が継続して確保されるかどうかについて、分析の重

点が置かれることと考えられます。 

 

◇分析の体系比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に示す財務指標は、一般会計等における数値を用いています。 

 類似団体平均の基礎的財政収支は単純平均、基礎的財政収支以外は加重平均です。 

 

営利企業 地方公共団体

ステークホルダー
（利害関係者）

株主、債権者、消費者、従業員、
取引先など

市民、地域社会、関係機関、借入
先など

分析の視点
企業の成長性や経営の効率性な
ど、いかに利益を出し、株主に還
元しているか、など

財政基盤の健全性を基礎とした都
市としての持続可能性や負担した
税等が世代間で公平性が保たれて
いるか、など

代表的な
分析の区分

収益性
成長性
安全性
効率性
生産性

資産形成度
世代間公平性
持続可能性（健全性）
効率性
自律性
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１ 資産形成度 

  将来世代に残る資産はどれくらいあるのか測定します。 

 

(1) 住民一人当たり資産額（万円） 

説 明 
資産額を住民基本台帳人口で除して、住民一人当たりの資産額を算

出することで、他団体とも比較が容易となります。 

計算式 （BS）資産合計 ÷ 住民基本台帳人口 

 

R３年度 R２年度 
【R２年度】 

類似団体平均 

154.0万円 150.5万円 170.2万円 

 

状 況 

２年度と比較して増加しています。これは資産が増加し、かつ人口

が減少したことによるものです。また類似団体平均と比較して大き

な乖離は無く同水準となっているため、この水準を維持していきま

す。 

 

 (2) 歳入額対資産比率（年） 

説 明 

社会資本として形成された固定資産や積み立てられた基金等の資産

総額が、何年分の歳入に相当するかを表し、この比率が高いほど社

会資本整備が進んでいること（資産形成の度合い）を示します。 

計算式 （BS）資産合計 ÷ （CF）歳入総額 

 

R３年度 R２年度 
【R２年度】 

類似団体平均 

3.6年 3.3年 2.9年 

 

状 況 

２年度と比較して増加していますが、歳入総額のうち、特別定額給

付金に対する国庫支出金が大幅に減少し、かつ現金預金が増加した

ことによるものです。また、類似団体平均と比較して大きな乖離は

無く同水準となっているため、この水準を維持していきます。 
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 (3) 有形固定資産減価償却率（％） 

説 明 

耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体

として把握することができるもので、100％に近いほど老朽化が進

んでいることを示します。 

計算式 

（BS）減価償却累計額 ÷ ｛（BS）有形固定資産合計 － 

              （BS）土地等の非償却資産＋ 

（BS）減価償却累計額 ｝ 

 

R３年度 R２年度 
【R２年度】 

類似団体平均 

51.0％ 49.4％ 61.6％ 

 

状 況 

２年度と比較して若干ではありますが老朽化が進んでいるものの、

類似団体平均を下回り低い水準となっています。 

今後は、公共施設の老朽化が深刻になる時代に向けて、計画的な資

産形成を引き続き行っていく必要があります。 
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２ 世代間公平性 

  将来世代と現世代との負担の分担は適切か測定します。 

 

(1) 純資産比率（％） 

説 明 

負債である地方債の動きに連動する純資産の変動は、将来世代と現

世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。 

純資産の減少は、将来世代にとっても利用可能であった資源を現世

代が使って、便益を享受したことにより、将来世代に負担が先送り

されたことを意味する一方、純資産の増加は、現世代が自らの負担

によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味します。

この指標が高いほど、財政状況が健全であるといえます。 

計算式 （BS）純資産合計 ÷ （BS）資産合計 

 

R３年度 R２年度 
【R２年度】 

類似団体平均 

83.6％ 82.8％ 72.0％ 

 

状 況 
類似団体平均を上回り、健全な財政状況です。今後も、この水準を

維持していきます。 
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(2) 将来世代負担比率（％） 

説 明 

純資産は過去及び現世代の負担や蓄積の結果ですが、地方債の償還

は将来世代の負担であり、有形固定資産などの社会資本等に対し

て、地方債による調達割合を算定することにより、社会資本等形成

に係る将来世代へ負担の大きさを測ることができます。この指標が

低いほど、過去及び現世代が社会資本形成を負担してきたことにな

り、将来世代への負担が少なくなるといえます。 

計算式 

（BS）地方債合計（特例地方債を除く） ÷ 

（BS）有形・無形固定資産合計 

※特例地方債･･･必ずしも社会資本等形成に充当されない地方債。 

臨時財政対策債や減税補てん債など 

 

R３年度 R２年度 
【R２年度】 

類似団体平均 

7.9％ 8.0％ 15.9％ 

 

状 況 
類似団体平均を下回り、健全な財政状況です。今後も、地方債の新

規発行を抑制して、この水準を維持していきます。 
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３ 持続可能性（健全性） 

  財政に持続可能性があるのか（どのくらい借金があるのか）測定します。 

 

 (1) 住民一人当たり負債額（万円） 

説 明 
負債額を人口で除して、住民一人当たりの負債額とすることで、他

団体との比較が容易になります。 

計算式 （BS）負債合計 ÷ 住民基本台帳人口 

 

R３年度 R２年度 
【R２年度】 

類似団体平均 

25.2万円 25.8万円 47.6万円 

 

状 況 
類似団体平均を下回り、健全な財政状況です。今後も、地方債の新

規発行を抑制して、この水準を維持していきます。 

 

 (2) 基礎的財政収支（百万円） 

説 明 

地方債関連の歳入・歳出を除いた資金のバランスを示す指標で、バ

ランスが均衡している場合は、地方債の比率は増加せず、持続可能

な財政構造であるといえます。 

計算式 
（CF）業務活動収支（支払利息支出を除く） ＋ 

（CF）投資活動収支（基金（積立支出・取崩収入）を除く） 

 

R３年度 R２年度 
【R２年度】 

類似団体平均 

3954.0百万円 1994.0百万円 61.1百万円 

 

状 況 

２年度と比較して大幅に増加となっています。これは、地方消費税

交付金や普通交付税などの増によるものです。引き続き、基礎的財

政収支と地方債残高の状況を注視して、バランスの取れた事業実施

に努めていきます。 
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４ 効率性 

  行政サービスが効率的に提供されているか測定します。 

 

(1)  住民一人当たり行政コスト（万円） 

説 明 
行政コストを人口で除して、住民一人当たりの行政コストとするこ

とで、他団体との比較が容易になります。 

計算式 （PL）純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口 

 

R３年度 R２年度 
【R２年度】 

類似団体平均 

34.0万円 41.5万円 47.7万円 

 

状 況 

２年度と比較して大幅に減少していますが、特別定額給付金が完了

したことによるものです。類似団体平均を下回り、効率的な行政運

営が出来ていることから、今後もこの水準を維持していきます。 
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５ 自律性 

  歳入はどれくらい税金等でまかなわれているか（受益者負担の水準はどうなっ

ているか）測定します。 

 

 (1) 受益者負担比率（％） 

説 明 行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を示すものです。 

計算式 （PL）経常収益 ÷ （PL）経常費用 

 

R３年度 R２年度 
【R２年度】 

類似団体平均 

3.5％ 2.0％ 3.4％ 

 

状 況 

類似団体平均と比較して大きな乖離は無く同水準となっています

が、施設の使用料の適正化を図るために受益者負担適正化に関する

指針を策定しており、引き続き、指針に基づき負担率の適正性を注

視していきます。 

 

22



添付資料 

綾瀬市の財務書類（４表） 

（１）一般会計等財務書類（４表）

（２）全体会計財務書類 （４表）

（３）連結会計財務書類 （４表）



【様式第1号】

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 123,535   固定負債 20,498

    有形固定資産 120,902     地方債 15,584

      事業用資産 92,401     長期未払金 -

        土地 47,226     退職手当引当金 4,762

        立木竹 -     損失補償等引当金 152

        建物 91,957     その他 -

        建物減価償却累計額 -47,292   流動負債 774

        工作物 3,399     １年内償還予定地方債 137

        工作物減価償却累計額 -3,281     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 353

        航空機 -     預り金 284

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 11 負債合計 21,272

        その他減価償却累計額 -11 【純資産の部】

        建設仮勘定 391   固定資産等形成分 125,266

      インフラ資産 28,074   余剰分（不足分） -16,489

        土地 2,687

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 47,850

        工作物減価償却累計額 -22,464

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 3,694

      物品減価償却累計額 -3,268

    無形固定資産 0

      ソフトウェア 0

      その他 0

    投資その他の資産 2,633

      投資及び出資金 82

        有価証券 6

        出資金 42

        その他 34

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 253

      長期貸付金 -

      基金 2,315

        減債基金 -

        その他 2,315

      その他 -

      徴収不能引当金 -17

  流動資産 6,514

    現金預金 4,196

    未収金 98

    短期貸付金 1

    基金 2,227

      財政調整基金 2,227

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -7 純資産合計 108,777

資産合計 130,049 負債及び純資産合計 130,049

貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：百万円）

    その他 -

純行政コスト 28,670

    その他 -

  臨時利益 1

    資産売却益 1

    資産除売却損 7

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -300

純経常行政コスト 28,964

  臨時損失 -293

    災害復旧事業費 -

  経常収益 1,052

    使用料及び手数料 145

    その他 908

      社会保障給付 7,549

      他会計への繰出金 3,035

      その他 14

        その他 227

    移転費用 15,111

      補助金等 4,513

      その他の業務費用 304

        支払利息 59

        徴収不能引当金繰入額 17

        維持補修費 176

        減価償却費 3,055

        その他 4,424

        その他 533

      物件費等 8,718

        物件費 1,062

        職員給与費 4,705

        賞与等引当金繰入額 353

        退職手当引当金繰入額 293

  経常費用 30,016

    業務費用 14,905

      人件費 5,883

行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

（単位：百万円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 105,850 125,331 -19,481

  純行政コスト（△） -28,670 -28,670

  財源 31,598 31,598

    税収等 19,239 19,239

    国県等補助金 12,359 12,359

  本年度差額 2,928 2,928

  固定資産等の変動（内部変動） -3 3

    有形固定資産等の増加 1,655 -1,655

    有形固定資産等の減少 -3,071 3,071

    貸付金・基金等の増加 1,738 -1,738

    貸付金・基金等の減少 -325 325

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - -61 61

  本年度純資産変動額 2,928 -65 2,992

本年度末純資産残高 108,777 125,266 -16,489

純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：百万円）

前年度末歳計外現金残高 278

本年度歳計外現金増減額 6

本年度末歳計外現金残高 284

本年度末現金預金残高 4,196

    その他の収入 -

財務活動収支 -159

本年度資金収支額 2,356

前年度末資金残高 1,556

本年度末資金残高 3,913

  財務活動支出 1,942

    地方債償還支出 1,942

    その他の支出 -

  財務活動収入 1,783

    地方債発行収入 1,783

    貸付金元金回収収入 31

    資産売却収入 24

    その他の収入 -

投資活動収支 -2,431

【財務活動収支】

    貸付金支出 30

    その他の支出 -

  投資活動収入 962

    国県等補助金収入 613

    基金取崩収入 294

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,392

    公共施設等整備費支出 1,655

    基金積立金支出 1,673

    投資及び出資金支出 34

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 4,947

  業務収入 32,053

    税収等収入 19,256

    国県等補助金収入 11,746

    使用料及び手数料収入 145

    その他の収入 906

    移転費用支出 15,087

      補助金等支出 4,490

      社会保障給付支出 7,549

      他会計への繰出支出 3,035

      その他の支出 14

    業務費用支出 12,019

      人件費支出 6,082

      物件費等支出 5,675

      支払利息支出 59

      その他の支出 203

資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 27,106
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【様式第1号】

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 158,578   固定負債 49,984

    有形固定資産 154,628     地方債等 23,380

      事業用資産 92,401     長期未払金 -

        土地 47,226     退職手当引当金 4,762

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 152

        立木竹 -     その他 21,690

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,861

        建物 91,957     １年内償還予定地方債等 1,407

        建物減価償却累計額 -47,292     未払金 795

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 3,400     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -3,281     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 375

        船舶 -     預り金 284

        船舶減価償却累計額 -     その他 0

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 52,845

        浮標等 - 【純資産の部】 -

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 160,335

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -47,243

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 11

        その他減価償却累計額 -11

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 391

      インフラ資産 59,218

        土地 5,331

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,596

        建物減価償却累計額 -169

        建物減損損失累計額 -

        工作物 76,571

        工作物減価償却累計額 -24,490

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 379

      物品 6,748

      物品減価償却累計額 -3,740

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 547

      ソフトウェア 3

      その他 544

    投資その他の資産 3,403

      投資及び出資金 83

        有価証券 6

        出資金 43

        その他 34

      長期延滞債権 625

      長期貸付金 -

      基金 2,744

        減債基金 -

        その他 2,744

      その他 -

      徴収不能引当金 -49

  流動資産 7,359

    現金預金 4,634

    未収金 496

    短期貸付金 1

    基金 2,254

      財政調整基金 2,254

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -26

  繰延資産 - 純資産合計 113,092

資産合計 165,937 負債及び純資産合計 165,937

貸借対照表（全体）
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：百万円）

      他会計への繰出金

    資産売却益 1

    その他 -

純行政コスト 42,156

    損失補償等引当金繰入額 -300

    その他 0

  臨時利益 1

  臨時損失 -293

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 7

    使用料及び手数料 1,272

    その他 1,072

純経常行政コスト 42,450

      社会保障給付 7,553

      その他 14

  経常収益 2,344

-87

        その他 300

    移転費用 26,860

      補助金等 19,380

      その他の業務費用 600

        支払利息 250

        徴収不能引当金繰入額 50

        維持補修費 191

        減価償却費 4,407

        その他 4,928

        その他 547

      物件費等 11,137

        物件費 1,611

        職員給与費 4,985

        賞与等引当金繰入額 372

        退職手当引当金繰入額 293

  経常費用 44,794

    業務費用 17,934

      人件費 6,197

行政コスト計算書（全体）
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

（単位：百万円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 109,495 160,886 -51,391 -

  純行政コスト（△） -42,156 -42,156 -

  財源 45,722 45,722 -

    税収等 25,379 25,379 -

    国県等補助金 20,343 20,343 -

  本年度差額 3,566 3,566 -

  固定資産等の変動（内部変動） - -455 455

    有形固定資産等の増加 - 2,588 -2,588

    有形固定資産等の減少 - -4,473 4,473

    貸付金・基金等の増加 - 1,793 -1,793

    貸付金・基金等の減少 - -364 364

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - - -

  他団体出資等分の減少 - - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 31 -96 127

  本年度純資産変動額 3,597 -551 4,148 -

本年度末純資産残高 113,092 160,335 -47,243 -

純資産変動計算書（全体）
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：百万円）

      他会計への繰出支出

前年度末歳計外現金残高 278

本年度歳計外現金増減額 5

本年度末歳計外現金残高 283

本年度末現金預金残高 4,634

財務活動収支 -1,204

本年度資金収支額 2,657

前年度末資金残高 1,694

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 4,351

    地方債等償還支出 3,303

    その他の支出 -

  財務活動収入 2,099

    地方債等発行収入 2,068

    その他の収入 31

    資産売却収入 24

    その他の収入 382

投資活動収支 -2,532

【財務活動収支】

  財務活動支出 3,303

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,787

    国県等補助金収入 1,017

    基金取崩収入 333

    貸付金元金回収収入 31

  投資活動支出 4,319

    公共施設等整備費支出 2,526

    基金積立金支出 1,729

    投資及び出資金支出 34

    貸付金支出 30

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 0

  臨時収入 4

業務活動収支 6,393

【投資活動収支】

    税収等収入 24,408

    国県等補助金収入 19,726

    使用料及び手数料収入 1,300

    その他の収入 1,071

  臨時支出 0

    移転費用支出 26,837

      補助金等支出 19,357

      社会保障給付支出 7,553

      その他の支出 14

  業務収入 46,505

-87

    業務費用支出 13,279

      人件費支出 6,396

      物件費等支出 6,426

      支払利息支出 250

      その他の支出 207

資金収支計算書（全体）
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 40,116
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【様式第1号】

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 168,614   固定負債 53,789

    有形固定資産 164,371     地方債等 27,151

      事業用資産 101,983     長期未払金 -

        土地 47,245     退職手当引当金 4,795

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 152

        立木竹 -     その他 21,691

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,709

        建物 104,171     １年内償還予定地方債等 1,500

        建物減価償却累計額 -51,499     未払金 795

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 7,880     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -6,209     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 390

        船舶 -     預り金 284

        船舶減価償却累計額 -     その他 -260

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 56,498

        浮標等 - 【純資産の部】 -

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 170,390

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -39,863

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 11

        その他減価償却累計額 -11

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 395

      インフラ資産 59,374

        土地 5,486

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,596

        建物減価償却累計額 -169

        建物減損損失累計額 -

        工作物 76,571

        工作物減価償却累計額 -24,490

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 380

      物品 6,776

      物品減価償却累計額 -3,762

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 547

      ソフトウェア 3

      その他 544

    投資その他の資産 3,696

      投資及び出資金 84

        有価証券 6

        出資金 43

        その他 35

      長期延滞債権 626

      長期貸付金 -

      基金 2,925

        減債基金 -

        その他 2,925

      その他 110

      徴収不能引当金 -49

  流動資産 18,411

    現金預金 15,516

    未収金 496

    短期貸付金 1

    基金 2,272

      財政調整基金 2,272

      減債基金 -

    棚卸資産 152

    その他 -

    徴収不能引当金 -26

  繰延資産 - 純資産合計 130,527

資産合計 187,025 負債及び純資産合計 187,025

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：百万円）

      他会計への繰出金

  経常費用 53,353

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

    業務費用 19,978

      人件費 6,364

        職員給与費 5,142

        賞与等引当金繰入額 373

        退職手当引当金繰入額 300

        その他 549

      物件費等 12,767

        物件費 2,028

        維持補修費 262

        減価償却費 5,128

        その他 5,348

      その他の業務費用 848

        支払利息 255

        徴収不能引当金繰入額 50

        その他 543

    移転費用 33,375

      補助金等 25,886

      社会保障給付 7,553

      その他 23

  経常収益 3,959

    使用料及び手数料 1,420

-300

    その他 2,539

純経常行政コスト 49,394

  臨時損失 707

-87

    その他 -

純行政コスト 50,099

    その他 1,000

  臨時利益 2

    資産売却益 2

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 7

    損失補償等引当金繰入額
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【様式第3号】

（単位：百万円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 125,412 172,338 -46,926 -

  純行政コスト（△） -50,099 -50,099 -

  財源 55,766 55,766 -

    税収等 30,082 30,082 -

    国県等補助金 25,684 25,684 -

  本年度差額 5,667 5,667 -

  固定資産等の変動（内部変動） - -951 951

    有形固定資産等の増加 - 2,692 -2,692

    有形固定資産等の減少 - -5,194 5,194

    貸付金・基金等の増加 - 1,956 -1,956

    貸付金・基金等の減少 - -405 405

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - - -

  他団体出資等分の減少 - - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -581 -128 -453 -

  その他 29 -869 898

  本年度純資産変動額 5,115 -1,948 7,063 -

本年度末純資産残高 130,527 170,390 -39,863 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：百万円）

      他会計への繰出支出

  業務支出 48,646

    業務費用支出 15,295

      人件費支出 6,556

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

    移転費用支出 33,351

      補助金等支出 25,862

      社会保障給付支出 7,553

      物件費等支出 7,035

      支払利息支出 255

      その他の支出 1,449

    国県等補助金収入 25,066

    使用料及び手数料収入 1,449

    その他の収入 2,538

      その他の支出 23

  業務収入 58,160

    税収等収入 29,107

  臨時収入 3

業務活動収支 9,517

【投資活動収支】

  臨時支出 0

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 0

    投資及び出資金支出 34

    貸付金支出 31

    その他の支出 1,040

  投資活動支出 4,814

    公共施設等整備費支出 1,858

    基金積立金支出 1,851

    貸付金元金回収収入 31

    資産売却収入 24

    その他の収入 1,384

  投資活動収入 2,830

    国県等補助金収入 1,018

    基金取崩収入 373

3,895

    その他の支出 2

  財務活動収入 2,322

投資活動収支 -1,984

【財務活動収支】

  財務活動支出 3,897

-87

本年度末歳計外現金残高 285

本年度末現金預金残高 15,516

本年度末資金残高 15,232

前年度末歳計外現金残高 278

本年度歳計外現金増減額 7

本年度資金収支額 5,958

前年度末資金残高 9,953

比例連結割合変更に伴う差額 -680

    地方債等発行収入 2,289

    その他の収入 33

財務活動収支 -1,575

    地方債等償還支出
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